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平成２６年７月３日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号 第二次納税義務納付告知処分取消請求事件 

口頭弁論終結日 平成２６年５月１５日 

 

       判     決 

   原告         Ｘ 

被告         国 

処分行政庁      東京国税局長 

 

       主     文 

１ 原告の請求を棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

処分行政庁が平成２３年６月１日付けで原告に対してした第二次納税義務に

係る納付告知処分のうち、納付限度額につき２７０２万０８００円を超える部

分を取り消す。 

第２ 事案の概要 

本件は、株式会社Ａ（以下「本件滞納会社」という。）の取締役兼株主であ

った原告が、本件滞納会社が解散した際に本件滞納会社から受けた４４６１万

６７００円の支給（以下「本件支給」という。）について、国税徴収法（平成

１９年法律第６号による改正前のもの。以下「徴収法」という。）３４条所定

の第二次納税義務を負うとして、処分行政庁から徴収法３２条１項に基づき同

額を限度とする第二次納税義務に係る納付告知処分（以下「本件処分」という。）

を受けたことに対し、本件支給のうち少なくとも１７５９万５９００円につい
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ては株主総会の決議に基づき適正かつ適法な退職慰労金として支給されたもの

であり、徴収法３４条の定める「残余財産の分配」には当たらないから、本件

処分のうち納付限度額につき２７０２万０８００円を超える部分は違法である

として、その取消しを求めている事案である。 

１ 関係法令の定め 

徴収法３４条は、清算人等の第二次納税義務について、「法人が解散した場

合において、その法人に課されるべき、又はその法人が納付すべき国税を納付

しないで残余財産の分配又は引渡をしたときは、その法人に対し滞納処分を執

行してもなおその徴収すべき額に不足すると認められる場合に限り、清算人及

び残余財産の分配又は引渡を受けた者［略］は、その滞納に係る国税につき第

二次納税義務を負う。ただし、清算人は分配又は引渡をした財産の価額の限度

において、残余財産の分配又は引渡を受けた者はその受けた財産の価額の限度

において、それぞれその責に任ずる。」と規定している（なお、平成１９年法

律第６号による同条の改正は、同条の文言を形式的に改めるとともに、同条に

項を一つ加えたものである。）。 

２ 前提事実（証拠等を掲げていない事実は、当事者間に争いのない事実である。） 

(1) 本件滞納会社及び原告等 

ア（ア） 本件滞納会社は、一般婦人帽子の製造並びに小売販売及び海外輸

出等を目的とする株式会社であった。 

（イ） 本件滞納会社は、平成１７年１１月３０日、商号を「株式会社Ｂ」

から現商号に変更した上で解散し、原告の父であるＣ（平成２２年

６月死亡。以下「亡Ｃ」という。）がその代表清算人に就任し、Ｄ

（以下「Ｄ」という。）がその清算人に就任した。（甲１） 

（ウ） 本件滞納会社の解散時点において、本件滞納会社の代表取締役は、

亡Ｃであり、本件滞納会社の取締役は、亡Ｃの妹であるＥ（以下「Ｅ」

という。）、亡Ｃの長男である原告及び亡Ｃの二男であるＦ（以下
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「Ｆ」という。）であり、本件滞納会社の監査役は、亡Ｃの妻であ

るＧ（以下「Ｇ」という。）であった。 

（エ） 本件滞納会社の平成１７年１１月３０日時点における発行済株式

総数は９０万株であったところ、亡Ｃは、そのうち２８万０１５４

株を有する筆頭株主であり、また、Ｅは１７万０９５８株を、原告

及びＦは各１万９９２５株を、Ｇは４万３８００株を、それぞれ有

する本件滞納会社の株主であった（以下、亡Ｃ、Ｅ、原告、Ｆ及び

Ｇを併せて「本件株主ら」という。）。そのほか、亡Ｃが代表取締

役を務める有限会社Ｈは１７万株を、亡Ｃの兄であるＩは１４万２

８３８株を、亡Ｃの甥であるＪは１万４６００株を、それぞれ有す

る本件滞納会社の株主であった。（乙１、２） 

イ 原告は、平成１１年３月１日、本件滞納会社に入社し、平成１５年２月

１２日、本件滞納会社の取締役に就任した。 

ウ Ｋ株式会社（以下「Ｋ」という。）は、帽子及び服飾品の企画等を目的

とする株式会社であり、亡Ｃが主宰する同族会社であった。亡Ｃは、平成

１７年１１月９日以前からＫの代表取締役であり、Ｆは、同日からＫの取

締役である。また、Ｋの株主は、亡Ｃ及びＧである。 

(2) 本件支給等 

ア 本件滞納会社の清算人となった亡Ｃは、平成１７年１１月３０日、同日

付けで振り出した別紙（本件支払の支払態様）の順号１－②及び③、２－

②及び③、３－①及び②、４－①及び②並びに５－①及び②記載の各小切

手（以下、併せて「本件各小切手」という。）を、同別紙の「氏名」欄記

載の者（本件株主ら）にそれぞれ交付した（以下、これらの交付を併せて

「本件支払」という。本件支払のうち、原告に対する順号３－①及び②の

各小切手の交付が本件支給である。）。 

イ Ｋは、平成１７年１２月１日、本件各小切手のうち、別紙の順号１－②
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及び③、２－③、３－②、４－②並びに５－②記載の各小切手を取引銀行

に持参し、これにより合計１億２３００万４３７７円がＫの銀行預金口座

に入金された。（乙５） 

(3) 本件滞納会社の課税状況及び滞納状況 

ア 本件滞納会社は、平成１８年１月３１日、麹町税務署長に対し、平成１

６年１２月１日から平成１７年１１月３０日までの事業年度（以下「本件

事業年度」という。）の納税額を１億０２４８万２６００円とする法人税

の確定申告書を提出した。（乙２） 

イ 麹町税務署長は、本件滞納会社が上記アの国税をその納期限までに完納

しないことから、平成１８年２月２４日、国税通則法３７条１項に基づき、

督促状をもってその納付を督促した。（乙６） 

ウ 麹町税務署長は、平成１８年３月２７日、処分行政庁に対し、国税通則

法４３条３項に基づき、前記アに係る滞納国税の徴収の引継ぎをした。（乙

６） 

エ 東京国税局の徴収職員は、平成２２年６月１１日、徴収法４７条１項及

び６２条１項に基づき、本件滞納会社が株式会社Ｌ銀行麹町中央支店に対

して有する当座預金１３７４円の払戻請求権を差し押さえ、同日、第三債

務者である同社へ差押通知書を送達した。（乙７） 

(4) 本件処分及び不服申立ての状況 

ア 処分行政庁は、前記(3)ウの徴収の引継ぎにより、平成２３年６月１日時

点で、本件滞納会社に対し、本件事業年度の法人税（１億０２４８万１２

２６円）及び未納本税額に対する未確定延滞税（以下、この国税を「本件

滞納国税」という。）を有していた。（乙８） 

イ 処分行政庁は、本件滞納国税を徴収するため、平成２３年６月１日、原

告が徴収法３４条所定の第二次納税義務者に該当するとして、原告に対し、

徴収法３２条１項に基づき、納付すべき限度の額を４４６１万６７００円、
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納期限を同年７月１日とする第二次納税義務に係る納付告知処分（本件処

分）をした。 

ウ 処分行政庁は、本件処分に係る租税債務（第二次納税義務）が納期限で

ある平成２３年７月１日までに完納されなかったことから、同月２５日、

原告に対し、徴収法３２条２項に基づき、納付催告書をもってその納付を

督促した。 

エ 原告は、平成２３年７月２９日、処分行政庁に対し、本件処分における

納付すべき限度の額について、１６２０万４４００円は適正な役員退職慰

労金である旨主張して、異議申立てをした。処分行政庁は、同年１０月２

６日付けで、同異議申立てを棄却するとの決定をした。 

オ 原告は、平成２３年１１月２８日、国税不服審判所長に対し、上記エの

決定を経た後の本件処分における納付すべき限度の額について、２８４１

万２３００円を超える部分に不服がある旨主張して審査請求をした。国税

不服審判所長は、平成２４年１１月１２日、同審査請求を棄却するとの裁

決をし、同月１４日付けで原告に対し裁決書の謄本が送付された。 

(5) 本件訴えの提起 

原告は、平成２５年５月１３日、本件訴えを提起した。（顕著な事実） 

３ 争点 

本件処分の適法性（本件支給が徴収法３４条の「残余財産の分配」に当たる

か否か。） 

４ 争点に関する当事者の主張 

（被告の主張） 

(1)ア 徴収法３４条にいう「残余財産」とは、租税債務を完済することなく法

人の財産を分配し、又は引き渡した場合におけるその積極財産をいい、ま

た、同条にいう残余財産の「分配」とは、法人の清算の場合において、残

余財産を社員、株主、組合員又は会員に原則としてその出資額に応じて分
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配することをいう。もっとも、出資額と異なる分配がされた場合であって

も、第二次納税義務を適用することができると解すべきである。 

イ 本件では、本件滞納会社の清算人であった亡Ｃが、本件滞納国税の支払

に充てるべき財産を留保しないまま、本件株主らに対し本件支払をしてい

ることからすれば、本件支払が本件株主らの保有株式数に比例していない

としても、本件支払により残余財産の分配をしたということができる。 

(2)ア 清算人が清算中の株主又は社員に金員を交付した場合でも、それがその

株主等に対する正当な債務の弁済であるときは、その債務の弁済は、残余

財産の分配には当たらないというべきである。 

そして、株式会社の取締役及び監査役に対する退職慰労金は、その在職

中における職務執行の対価として支給されるものである限り、会社法３６

１条１項及び３８７条１項の報酬等に含まれるものの、定款又は株主総会

の決議でその金額が定められなければ、その額が社会通念上相当な額であ

るか否かにかかわらず、具体的な報酬請求権は発生せず、取締役及び監査

役が株式会社に対して報酬を請求することはできないというべきである。 

イ（ア） まず、本件においては、本件滞納会社の定款に取締役の報酬等に

関する定めがあるとは認められない。 

（イ） 次に、平成１７年１１月３０日における本件滞納会社の臨時株主

総会（以下「本件総会」という。）の議事録（以下「本件議事録」

という。）は、写ししか証拠として提出されていない上、「清算人

Ｄ」の部分のみ手書きで追加されていたり、本件滞納会社の商号の

変更と解散を併せて決議したりしており、不自然であるし、さらに、

本件滞納会社の発行済株式総数が９０万株であるにもかかわらず２

万株と記載されており、このような体裁や内容に照らすと、信用性

を欠くものである。そうすると、そもそも、本件総会において、本

件株主らに対する役員退職慰労金（以下「本件退職慰労金」という。）
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についてされたと原告が主張する支給決議（以下「本件支給決議」

という。）が実際にされたものであるのかは疑わしい。 

また、仮に、本件支給決議がされたとしても、① 本件支給決議は、

亡Ｃの主導の下に進められ、亡Ｃの意向が強く反映されたものである

こと、② 本件支払は、本件滞納会社が営業不振等を理由に廃業する

ことに伴い、解散処理の方策の中で発案されたものであるところ、本

件退職慰労金の額が、不相当に高額であるとともに、各役員の就労期

間や功労に応じて決められたものであるとも認められないこと、③ 

本件退職慰労金の支払態様についても、その一部について亡Ｃが代表

取締役を務めていたＫへの資金移転がされており、当初からＫへの資

金の一部移転が予定されていたものと認められるなど、著しく不自然

であること、④ 亡Ｃは、本件退職慰労金を支払えば、本件滞納会社

が債務超過になり、本件滞納国税を納付できなくなることを当然認識

していたことに鑑みれば、本件支給決議は、亡Ｃの意向により、徴収

法３４条の「残余財産の分配」に該当しないかのような形式を整え、

役員退職慰労金の名目で本件株主らに対し本件滞納会社に残った積

極財産を分配し、更にはその一部をＫへ移転させるための仮装の決議

にすぎないものと認められる。 

以上によれば、本件支払は、株主総会の決議に基づくものであると

いうことができない。 

ウ そうすると、本件支払は、会社法３６１条１項及び３８７条１項の要件

を満たさず、本件滞納会社の原告に対する正当の債務の弁済であるという

ことはできない。 

（原告の主張） 

(1) 清算中の法人の積極財産を株主や社員に交付した場合であっても、その株

主や社員に対する正当な債務の弁済であるときは、その交付は、徴収法３４
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条の「残余財産の分配」には該当しないというべきである。 

そして、株式会社の取締役に対する退職慰労金は、株主総会の決議によっ

て定めることができるのであるから（会社法３６１条）、株主総会の決議に

よって定められた退職慰労金の支給は、原則として、法人の正当な債務の弁

済となる。 

また、株式会社の取締役に対する退職慰労金が、その在職中における職務

執行の対価として支給される性質を有していることからすれば、仮に、株主

総会において決議された退職慰労金の額が相当な退職慰労金の額に比して高

額にすぎる場合であったとしても、そのことを理由に退職慰労金全体がその

性質を失うと解すべきではなく、相当な額の範囲においては上記法人の正当

な債務となるというべきである。 

(2)ア 本件支給は、原告に対し退職慰労金として５３００万円を支給する旨の

本件総会における本件支給決議に基づいてされたものである。 

イ 本件総会は、亡Ｃにより、平成１７年１１月１５日、原告を含む本件滞

納会社の株主に対し、同月３０日に商号の変更、会社の解散及び清算人の

選任を議案とする臨時株主総会を開催する旨の招集通知が送付された上で、

同日、本件滞納会社の株主全員が出席する中で開催されたものである。そ

して、本件総会においては、議長である亡Ｃから、取締役及び監査役らに

対して退職慰労金の支給をしたい旨の議案の提案があり、株主らに対して

「株式会社Ｂ退職金支給明細」と題する書面（以下「本件明細書」という。）

が配付され、本件明細書に従い退職慰労金を支給する旨の議案について、

株主全員の賛成により決議（本件支給決議）がされたものである。 

なお、Ｄが本件滞納会社の清算人に選任され、Ｄがその就任を承諾し、

清算人に就任したことには争いがないのであるから、本件議事録に清算人

名が手書きで書き加えられていることは、本件総会の開催自体を否定する

根拠にはならない。また、本件滞納会社は、前商号（株式会社Ｂ）で皇族
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に帽子を納めてきた歴史があり、前商号で会社を解散するのを避けるため、

商号を変更したものである。 

ウ 本件退職慰労金の支給金額は、本件滞納会社が解散する数年前から、亡

Ｃの体調が悪化していたため、原告及びＦが実質的に本件滞納会社の運営

を担っていたことや、原告が本件滞納会社の運転資金の調達や建物の売却

に関して多大な貢献をしたことといった経緯を踏まえて決められたもので

あり、役員の就任年数や所有株式数に従って決められたわけではない。 

また、仮に、亡Ｃが、本件退職慰労金の一部をＫへ資金移転する目的を

有していたとしても、本件支給は、亡Ｃ一人により決定されたものではな

く、本件総会の決議である本件支給決議により決定されたものであるし、

原告は、Ｋへの資金移転により利益を受ける立場にはなかったことからす

れば、原告に対する退職慰労金の支給（本件支給）を含めた本件支給決議

全体が不当な目的の下に行われたものというのは相当でないというべきで

ある。 

以上によれば、本件支給決議を仮装のものと評価することはできない。 

エ そして、本件支給（４４６１万６７００円）のうち１７５９万５９００

円については、原告の平成１７年１１月時点の役員報酬額が月額５８万８

０００円であること、勤続年数が６年９か月（約７年）であること、平均

功績倍率が２.８５であること、本件滞納会社の解散が会社の都合によるも

のであって、原告が妻及び子供２人の家族を抱え、他に収入を得る手段が

なかったことに鑑み、生活保障の観点から１.５の係数を乗じて計算すべき

であることからすれば、次の計算式のとおり、適正かつ適法な退職慰労金

であると評価すべきである。 

５８万８０００円×７（年）×２.８５×１.５＝１７５９万５９００円 

(3) したがって、本件処分のうち納付限度額につき２７０２万０８００円を超

える部分は、当該支給が徴収法３４条の定める「残余財産の分配」に当たら
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ず、同条の要件を欠くため、違法である。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 本件の判断枠組み 

(1) 徴収法３４条は、清算人等の第二次納税義務について、① 法人が解散し

たこと、② 法人に課されるべき、又は納付すべき国税を納付しないで残余

財産の分配又は引渡しをしたこと、③ 法人に対し滞納処分を執行してもな

おその徴収すべき額に不足すると認められることを成立要件として、清算人

及び残余財産の分配等を受けた者が、その滞納に係る国税につき、その受け

た財産の価額の限度において第二次納税義務を負う旨規定している（前記第

２の１）。 

本件滞納会社の原告に対する本件支給についてみると、上記①の点につい

ては、本件滞納会社は、平成１７年１１月３０日に解散しており（前提事実

(1)ア（イ））、また、上記③の点については、本件滞納会社は、本件処分時

において、営業の実体及び滞納税金に見合う財産はなく、本件滞納国税を滞

納しており、差押えができる財産の見積価額の総額が本件滞納国税の額に不

足していることが認められる（前提事実(3)、弁論の全趣旨）ことからすれば、

上記①及び③の各要件は満たされているものということができる。 

(2) そして、一般に、清算人は、法人の債務を完済した後でなければ残余財産

の分配をすることができないこととされている（商法〔平成１７年法律第８

７号による改正前のもの。以下「旧商法」という。〕４３０条、１３１条、

会社法５０２条、６６４条参照）ところ、徴収法３４条は、残余財産の分配

に関する上記の一般的な趣旨及び租税債務の特殊性に鑑み、これを納付せず

に残余財産の分配等がされた場合には、清算人又は残余財産の分配等を受け

た者は、その法人の納税義務について、法律上当然に第二次納税義務を負う

こととし、これにより租税債権の迅速かつ適切な徴収を確保しようとするも

のであると解される。 
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このような徴収法３４条の趣旨、目的に照らすと、同条にいう「残余財産」

とは、法人に課されるべき、又は納付すべき国税を納付することなく、その

有する財産の分配等をした場合における当該積極財産をいうものと解すべき

である。また、残余財産の分配とは、一般に、法人の清算の場合においては、

残余財産を株主や社員等にその出資額に応じて分与することをいうものとさ

れている（旧商法４２５条、６８条、会社法５０４条、５０５条、６６６条

参照）が、上記の徴収法３４条の趣旨、目的に鑑みれば、同条にいう残余財

産の「分配」には、株主に対する分配が株主の株式数に応じたものではない

など、出資額と異なる分配がされている場合をも含むものと解すべきである。 

もっとも、清算人が清算中の法人の積極財産を株主等に交付（分配）した

場合であっても、それがその株主等に対する正当な債務の弁済であるときに

は、その交付は、徴収法３４条にいう「残余財産の分配」には当たらないと

いうべきである。 

そして、株式会社の取締役に対する退職慰労金は、その在職中における職

務執行の対価として支給されるものである限り、会社法３６１条の報酬等に

含まれるものであるところ、株式会社の取締役の報酬、賞与その他の職務執

行の対価として株式会社から受ける財産上の利益については、定款又は株主

総会の決議によってその金額を定めなければならないとされていることから

すれば、定款又は株主総会の決議でその金額が定められなければ、具体的な

報酬請求権は発生せず、取締役が株式会社に対して報酬を請求することはで

きないものというべきである（最高裁平成●●年（○○）第●●号同１５年

２月２１日第二小法廷判決・金融・商事判例１１８０号２９頁参照）。 

(3) 本件支給についてみると、本件滞納会社の清算人であった亡Ｃは、本件滞

納会社に課されるべき本件滞納国税の支払に充てる財産を留保しないまま、

本件株主らに本件支払をしている（前提事実(2)ア、(3)ア・イ・エ）ところ、

原告は、本件支給のうち１７５９万５９００円については、本件総会におけ
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る本件支給決議に基づき適正かつ適法な退職慰労金として支払われたもので

あるから、徴収法３４条にいう「残余財産の分配」には当たらない旨主張す

るので、以下では、上記(2)の判断の枠組みに従って、本件支給が定款又は株

主総会の決議で金額が定められた報酬等を支払うものとして、本件滞納会社

の原告に対する正当な債務の弁済に当たるということができるか否かを検討

する。 

２ 検討 

(1) 前提事実並びに掲記の証拠及び弁論の全趣旨によれば、次の事実が認めら

れる。 

ア（ア） 本件滞納会社は、亡Ｃの父が昭和３年に創業した老舗の帽子メー

カーであり、帽子を中心としたブティック店舗、派遣店員を置いた

デパートへの卸業、テナントビルの経営を柱として事業を継続し、

亡Ｃが、二代目の代表者として本件滞納会社を経営していた。（乙

２７） 

（イ） 本件滞納会社は、時代の変化により婦人帽の需要が激減する中、

亡Ｃの父が平成２年に死亡した際に生じた莫大な相続税の支払に苦

慮し、銀行の提案を受けて、東京都所在のテナントビルを新しいビ

ル（以下「本件ビル」という。）に建て替え、これを担保に銀行か

ら借入れをするとともに、収益の増加を図ったが、平成１３年又は

平成１４年頃から、債権者である銀行より、本件ビルの売却による

借入金の返済を迫られるようになった。（甲１１、１２、乙１９、

２５の４、乙２７） 

イ 原告は、大学を卒業後、本件滞納会社とは別の株式会社に勤務していた

が、平成１１年３月１日、本件滞納会社に入社し、平成１５年２月１２日、

本件滞納会社の取締役に就任した。なお、原告は、本件滞納会社から、平

成１７年１１月の給与として月額５８万８０００円の支払を受けていた。
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（前提事実(1)イ、甲８、１１、弁論の全趣旨） 

ウ（ア） 本件滞納会社は、平成１７年７月、本件ビルを売却し、これによ

り安定した収益源を失うことになったため、解散せざるを得なくな

った。（甲１１、１２） 

（イ） 本件滞納会社は、平成１７年１１月１５日、株主宛てに、同月３

０日午後４時に臨時株主総会を開催する旨の招集通知を発出した。

同通知には、決議事項として、定款変更の件（商号の変更）、会社

解散の件及び清算人選任の件と記載されていた。（甲７） 

（ウ） 本件滞納会社は、平成１７年１１月３０日、本件総会を開催し、

本件総会の決議により、商号を「株式会社Ｂ」から現商号に変更し

た上で解散し、清算人として、亡Ｃ及びＤが選任された。（前提事

実(1)ア（イ）、甲１０ないし１３） 

（エ） 本件滞納会社は、本件事業年度において、売上高全体のうち帽子

の製造販売の売上高が３７１万８７１４円にとどまっているのに対

し、本件ビルに係る家賃収入が１億１２３３万６２４０円であり、

売上高全体の約９７％を占めており、また、営業損失を３億４５５

３万８６５２円、経常損失を８億４５８９万６１５４円計上し、本

件ビルの売却による固定資産売却益１７億７４０５万７８８４円な

どの特別利益を計上したものの、当期未処理損失を１億６９２１万

０７１１円計上した。（乙２２、弁論の全趣旨） 

エ（ア） 本件総会において、亡Ｃは、本件滞納会社の解散に当たり、本件

明細書を提示した上で、役員（取締役、監査役）に対する退職慰労

金（本件退職慰労金）の名目で、本件株主らに対し本件支払をする

ことを議案として提案し、賛成可決された（本件支給決議）。（甲

８、１０ないし１３、乙２７） 

（イ） 本件退職慰労金の内容は、別紙記載のとおりであり、その額は、
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亡Ｃに対し９０００万円、Ｅ、原告及びＦに対し各５３００万円、

Ｇに対し１０００万円の合計２億５９００万円であり、また、その

支払方法は、上記額から源泉徴収税額を控除した残額（ただし、亡

Ｃ及びＥについては、更に各人の借入金との相殺処理がされた残額）

を２通の小切手に分けて交付することとされ、１通は各人に対する

退職慰労金の額の３割に相当する額を額面額とし、もう１通はその

残額を額面額とするものであった。なお、Ｄは、平成１７年１１月

２８日頃、亡Ｃの指示により、本件退職慰労金の支払のため、本件

各小切手のうち別紙の順号３－①及び５－①を除く各小切手を作成

した。（前提事実(2)ア、甲８、乙５） 

（ウ） Ｋは、平成１７年１２月１日、本件各小切手のうち別紙の順号１

－②及び③、２－③、３－②、４－②並びに５－②記載の各小切手

（上記（イ）の各人に対する退職慰労金の３割に相当する額を額面

額とする小切手〔合計５通〕及び亡Ｃ分のもう１通の小切手。額面

額合計１億２３００万４３７７円）について、裏書をした上で取引

銀行に持参し、これによりＫの銀行預金口座に同額が入金された。

Ｋは、同額の入金について、決算書や補助元帳上は全額を亡Ｃから

の仮受金として計上する一方、別の帳簿記録上は本件株主らそれぞ

れからの借入金として計上している。（前提事実(2)イ、乙５、２３、

２４） 

オ 平成１７年１１月３０日時点における本件滞納会社の発行済株式総数は

９０万株であったところ、亡Ｃは、そのうち２８万０１５４株（発行済株

式総数の約３１.１％）を有する筆頭株主であり、亡Ｃを含む本件株主らは、

上記発行済株式のうち合計５３万４７６２株（同約５９.４％）を有してい

たものであり、これに亡Ｃが代表取締役を務める有限会社Ｈ並びにＩ及び

Ｊの保有株式を加えると、その株式の合計は、８６万２２００株（同９５.
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８％）であった。（前提事実(1)ア（エ）） 

カ 本件滞納会社における定款及び役員退職金支払規定に関する書類は、保

存されていない。（乙１８、弁論の全趣旨） 

(2) 被告は、本件議事録が信用性を欠くものであり、本件総会において本件退

職慰労金に関し本件支給決議が実際にされたのかは疑わしい旨主張する。 

しかし、証拠（甲１０、乙１８）によれば、本件議事録は、本件総会の議

事の内容を記録したものとして実際に存在したものであると認められる。本

件議事録の内容についてみても、本件議事録上本件総会において決議された

とする本件滞納会社の商号の変更、解散及び清算人の選任の事実は、本件滞

納会社の履歴（閉鎖）事項全部証明書（甲１、２）により認められる客観的

な事実に符合するものである。また、本件議事録の清算人の選任について、

Ｄに係る記載が手書きでされている点も、証拠（甲１３）によれば、清算人

について、当初予定されていた亡Ｃに加えてＤにも清算人となってもらった

ことが認められ、そのような清算人の選任の経緯に照らすと、特に不自然で

あるとも認められない。さらに、証拠（甲１１、１２、乙２７）によれば、

本件滞納会社の商号を変更した理由についても、本件滞納会社が旧商号（株

式会社Ｂ）で皇族に帽子を納めてきた歴史があり、その名前に傷が付かない

ようにするためであったと認められ、これによれば本件滞納会社の解散と同

じ日に商号を変更したことも不自然ではない。本件議事録には、本件滞納会

社の発行済株式総数を９０万株とすべきところ２万株とする記載はあるもの

の、この記載は誤記であると解することも可能であり、いずれにせよ、その

記載をもって本件議事録が信用性を欠くものと直ちにいうことはできず、他

に上記認定（本段落冒頭の認定）を覆すに足りる証拠はない。 

そうすると、前掲各証拠によれば、本件支給決議がされた事実について、

前記(1)エ（ア）のとおり認められる。 

(3)ア 他方で、亡Ｃは、本件滞納会社の発行済株式総数の約３１.１％の株式
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を保有する筆頭株主であり、かつ、代表取締役でもあって、本件滞納会社

の他の役員が亡Ｃの妹（Ｅ）、長男（原告）、二男（Ｆ）及び妻（Ｇ）で

あり、これらの役員（本件株主ら）が保有する株式が、本件滞納会社の発

行済株式総数の約５９.４％であり、これに亡Ｃが代表取締役を務める関連

会社や亡Ｃの兄及び甥の保有株式を加えると、その株式の合計は、本件滞

納会社の発行済株式総数の９５.８％にまで達していたものである（前記

(1)オ）。そして、証拠（乙１８、１９）によれば、本件滞納会社の経営実

態等について東京国税局の徴収職員が調査したところ、Ｅ、Ｆ、Ｍ税理士

（以下「Ｍ税理士」という。）及びＤが、いずれも、亡Ｃは、本件滞納会

社のいわゆるワンマン経営者であり、他の役員も亡Ｃが決めたことに対し

意見を言えない状態にあったところ、本件支給決議に係る退職慰労金の金

額も、亡Ｃが全て決めたものである旨述べていたことが認められる。そう

すると、本件支給決議は、亡Ｃが主導し、亡Ｃの意向に沿ってされたもの

であったということができる。 

イ また、本件滞納会社は、債権者である銀行より、本件ビルの売却による

借入金の返済を迫られ、平成１７年７月に本件ビルを売却し、これにより

安定した収益源を失うことになったため、解散せざるを得なくなったもの

であり（前記(1)ア（イ）、ウ（ア））、本件事業年度において、営業損失

を３億４５５３万８６５２円、経常損失を８億４５８９万６１５４円計上

し、当期未処理損失を約１億７０００万円計上している（前記(1)ウ（エ））

にもかかわらず、本件支給決議は、本件株主らに対して本件退職慰労金と

して合計２億５９００万円もの額を支払うことを内容とするものであり

（前記(1)エ（イ））、本件退職慰労金の額は、上記のような本件滞納会社

の状況を踏まえると、不相当に著しく高額なものであるということができ

る。さらに、原告に対する本件退職慰労金の支給（本件支給）についてみ

ても、原告は、平成１１年３月１日に本件滞納会社に入社し、平成１５年
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２月１２日に本件滞納会社の取締役に就任したものであり、平成１７年１

１月の本件滞納会社の解散時点においても、役員就任期間は２年９か月余

りにすぎず、同月の給与月額は５８万８０００円であった（前記(1)イ）と

ころ、本件支給は、５３００万円にも上るものであり、原告の上記役員就

任期間及び給与月額に照らせば、本件支給の額がやはり不相当に著しく高

額なものであることは明らかである。そして、原告も、退職慰労金の相当

額は１７５９万５９００円であった旨主張しており（前記第２の４（原告

の主張）(2)エ）、本件支給の額が不相当に高額なものであることを自認し

ている。 

さらに、本件退職慰労金の支払方法は、本件株主ら各人につき２通の小

切手に分けて交付する形がとられ、その１通は各人に対する退職慰労金の

額の３割に相当する額を額面額とし（前記(1)エ（イ））、これらの小切手

等合計６通（亡Ｃについては２通の小切手のいずれも含む。）の額面額合

計１億２３００万４３７７円については、いずれも本件支給決議がされた

翌日である平成１７年１２月１日に、亡Ｃが代表取締役を務めるＫの銀行

預金口座に入金されている。しかも、Ｋは、この入金について、決算書や

補助元帳上は全額を亡Ｃからの仮受金として計上する一方、別の帳簿記録

上は本件株主らそれぞれからの借入金として計上しており、会計上の処理

にも不明朗な点がある（前記(1)エ（ウ））。そして、原告は、本件支給額

の一部が実際には支給されなかったことについて異議を述べず、それがＫ

について支払われた事実さえ知らなかったものである（甲１１）ことから

すれば、本件支給決議が実際と異なる内容を含むものであったことを自認

しているに等しいということができる。以上の点に鑑みれば、本件退職慰

労金の支払の態様は、極めて不自然かつ不合理なものであるというほかな

い。 

そして、上述した本件支給決議がされた当時の本件滞納会社の状況に鑑
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みれば、亡Ｃは、本件滞納会社の代表取締役として、本件株主らに本件退

職慰労金を支払った場合には、本件滞納会社が債務超過になり、本件滞納

国税を納付できなくなることを当然認識していたものと認められる。 

ウ 以上の各事情によれば、本件支給決議は、亡Ｃの意向により、本件滞納

会社に残った積極財産について、本件滞納国税の納税義務の履行を一切考

慮することなく、本件退職慰労金支給の名目で本件株主らに対し分配し、

更にはその一部をＫに移転させるための仮装のものにすぎないということ

ができる。 

(4)ア 原告は、本件退職慰労金の支給金額について、原告が実質的に本件滞納

会社の運営を担っていたことや、原告が多大な貢献をしたことなどを踏ま

えて決められたものである旨主張し、この主張に沿う証拠として、Ｍ税理

士の陳述書（甲１２）には、Ｍ税理士が、亡Ｃから退職慰労金を支払う場

合の金額について相談を受け、本件明細書を作成したものであり、また、

原告が、本件滞納会社の運転資金の調達や本件ビルの売却に関して多大な

貢献をしたことから、原告の役員退職慰労金の金額を加算して算定したも

のであり、それが過大であるとは認識していない旨の記載がある。 

しかし、証拠（乙１８、１９）によれば、Ｍ税理士は、東京国税局の徴

収職員に対し、本件滞納会社が亡Ｃのワンマン会社であり、退職金の金額

についても亡Ｃが決定したものであると述べたこと、Ｄは、東京国税局の

徴収職員に対し、本件退職慰労金が高額であることについて大丈夫である

かどうかをＭ税理士に確認したところ、Ｍ税理士からは、亡Ｃが決めたこ

とであり、やむを得ないとの回答があったことを述べたことが認められる

のであり、これらの事実によれば、仮に、本件明細書を形式上作成したの

がＭ税理士であったとしても、本件退職慰労金の金額を含めて、その実質

的な内容を決めたのは亡Ｃであったということができる。また、原告が本

件滞納会社の運転資金の調達や本件ビルの売却に関して多大な貢献をした
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という点については、その具体的な内容が明らかにされているわけではな

い上、これを裏付ける客観的な証拠も見当たらない。以上に加えて、Ｍ税

理士は、本件退職慰労金の一部がＫに支払われたことすら知らなかったこ

と（甲１２）を考え合わせると、本件支給決議に係る本件退職慰労金の支

給金額が過大なものではない旨の上記記載を直ちに採用することはできな

い。 

イ また、原告は、本件支給が本件支給決議により決定されたものであるし、

原告が、Ｋへの資金移転により利益を受ける立場にはなかったことからす

れば、本件支給決議全体が不当な目的の下に行われたものというのは相当

でない旨主張する。 

しかし、前記(3)で認定、説示したとおり、本件支給決議が本件総会の決

議としてされたものであるとはいえ、亡Ｃは、本件滞納会社に残った積極

財産について、本件滞納国税の納税義務を一切考慮することなく、本件退

職慰労金支給の名目で本件株主らに対し分配し、更にはその一部をＫに移

転させるため、自らが主導して本件支給決議をしたものということができ

るのであって、原告も、本件支給額の一部について支給されなかったこと

について異議を述べず、亡Ｃの意向を黙認していたものである。そうする

と、原告の主張する事情を勘案しても、本件支給決議が全体として仮装の

ものにすぎないとの前記認定は左右されないというべきである。 

ウ したがって、原告の上記主張をいずれも採用することはできない。 

(5) なお、原告は、本件支給決議が仮装のものと評価することはできないこと

を前提とした上で、本件支給のうち適正かつ適法な退職慰労金と認められる

部分（１７５９万５９００円）については、正当な債務として支払を受ける

ことができるという趣旨の主張をする。しかし、前記(3)のとおり、本件支給

決議は、仮装のものにすぎないということができ、原告の主張はその前提を

欠くものである。そして、そうである以上、本件支給は、その一部に限って
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も正当な債務の支払に当たるものということはできないから、原告の上記主

張は、理由がない。 

(6) 以上に加え、本件滞納会社において退職慰労金などの役員の報酬について

定めた定款の存在を確認することができない（前記（1）カ）ことからすれば、

本件支給が、定款又は株主総会の決議で金額が定められた報酬等を支払うも

のとして、本件滞納会社の原告に対する正当な債務の弁済に当たるというこ

とはできない。 

３ まとめ 

そうすると、原告が徴収法３４条所定の第二次納税義務者に該当するとして、

納付すべき限度の額を本件支給額と同額の４４６１万６７００円とする第二次

納税義務に係る納付告知処分（本件処分）は、適法であると認められる。 

第４ 結論 

よって、原告の請求は理由がないからこれを棄却することとし、主文のとお

り判決する。 
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